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  林業環境政策課                                                               （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

企画調整費 1,815 1,815 1,335 （入）122   1,213

 

  １ 目的 

森林・林業・環境行政について、県民との意見交換などにより、今後の施策に反映するための取組を進める。

 

 

２ 内容 

(1)企画調整費 

県民及び森林・林業関係者との意思疎通を図り、その意見を施策に反映することにより「県民を主人公とする森

づくり」の理念に基づく森林・林業行政を推進するため、農林業基本対策審議会を開催するとともに森林・林業に

関する地域の意見を収集する。   

また、国からの情報収集、国への要望活動や他県、市町村等との連絡調整等を行う。 

   委員報酬     ７２千円（農林業基本対策審議会委員報酬） 

   食糧費      ６０千円（高知県産業技術功労表彰祝賀会） 

事務費   １，０１８千円 

  

(2)森林整備加速化・林業再生協議会費 

高知県森林整備加速化・林業再生基金等を活用した事業を検討するため、地方公共団体や森林組合等の林業事業

体などで構成する協議会の開催等を行う。 

   協議会費     ６０千円 

    事務費     １２５千円 

 

 

 ３ 平成27年度に実施した主な事業 

・高知県農林業基本対策審議会の開催 １回 

・高知県森林整備加速化・林業再生協議会の開催 ２回 

・高知県産業振興計画フォローアップ委員会林業部会の開催 ２回 
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  林業環境政策課                                                     （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

木の文化県構想 

推進事業費 
2,931 2,931 2,701 1,149

 

（入）754 

 

798

 

    「木の文化県構想」に基づき、環境と人に優しい素材である木を日常生活の中にうまく取り入れてもらう

よう、県民と木とのふれあう機会の創出などを実施する。 

 

Ⅰ 木の文化県構想推進事業費  （507千円 (-)507千円 ） 

  １ 目的 

構想の普及のため、構想のねらいや施策を広く紹介するとともに、県民から広く情報を収集し、「木

の文化県構想」の定着に活かす。 

  

 ２ 内容 

(1)高知県森と緑の会等負担金    140千円 

①（公社）高知県森と緑の会負担金    100千円 

②（公財）日本さくらの会負担金      40千円  

(2)その他事務費         367千円 

 

 Ⅱ 「木の文化賞」事務費  （ 291千円  (－) 291千円 ） 

  １ 目的 

   県内の木の文化県構想の推進に対して功績が顕著なものを表彰することにより、本県の木の文化を

広く県民に対して啓発する。 

 

 ２ 内容 

(1)審査委員謝金         90千円 

(2)賞状、記念品         66千円 

(3)その他事務費      135千円 

 

３ 平成27年度に実施した主な事業 

         木の文化賞の表彰          

木造建築物及び木造建造物の部：豊永郷民俗資料館（大豊町） 

津野町吉村虎太郎邸（津野町） 

木の文化を実践している人たちの部：有限会社戸田商行で働く皆さん（土佐市） 

 

Ⅲ 森林・山村多面的機能発揮対策推進交付金  ( 1,903千円 (国)1,149千円 (入)754千円) 

   １ 目的 

里山林の保全管理や資源を利用する活動を支援する国の森林・山村多面的機能発揮対策による地域

の取組を推進する。 
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林業環境政策課                                                                              （単位：千円） 

 

  ２ 内容 

(1)森林保全作業安全研修委託料  1,553千円 

委託内容：里山林の保全管理を行う活動組織の構成員等を対象に、伐木作業等にかかる安全衛生に

関する知識や技術の向上を図る。 

委託先：（公財）高知県山村林業振興基金 

        (2)その他事務費          350千円 

 

３ 平成27年度に実施した主な事業 

        (1) 森林保全作業安全研修の実施  初級３回 参加人数28名        

中級２回 参加人数20名 
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   林業環境政策課                                                              （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

 

森林公園等管理 

運営費 

 

36,253 

 

36,253 38,595
（債）1,000 

（使）  89 
37,506

 

  １ 目的 

      青少年や子どもたちをはじめ一般の方々に、森林に親しみ楽しむ心を持っていただくとともに、森林・林 

業に関する知識の普及啓発を行うため、森林とのふれあいやレクリエーションの場として、甫喜ヶ峰森林公 

園及び森林研修センター情報交流館等の適正な維持管理を行う。 

 

  ２ 内容 

  (1) 甫喜ヶ峰森林公園管理運営委託料  （ 20,100千円 (-)20,100千円 ） 

     指定管理者：（一社）高知県山林協会 

     指定期間：H27～H31（５年間） 

  (2) 森林研修センター情報交流館管理運営委託料  （ 15,142千円 (-)15,142千円 ） 

     指定管理者：情報交流館ネットワーク 

指定期間：H27～H31（５年間） 

(3) 設備改修工事設計委託料 （ 2,244千円 (債)1,000千円 (-)1,244千円 ） 

     委託内容：甫喜ヶ峰森林公園公衆衛生施設（トイレ）改修工事設計 

     委託先：未定 

  (4) その他の事務費  （ 1,109千円 (使)89千円 (-)1,020千円 ） 

  

３ 平成27年度の実績 

  (1) 甫喜ヶ峰森林公園の管理運営委託  （ 20,100千円 (-)20,100千円 ） 

     指定管理者：（一社）高知県山林協会 

  (2) 森林研修センター情報交流館の管理運営委託  （ 15,183千円 (-)15,183千円 ） 

指定管理者：情報交流館ネットワーク 

 

４ 利用状況 

  (1) 平成27年度実績 

甫喜ヶ峰森林公園   入園者数：54,291人 

     （うち森林学習展示館入館者数：6,315人、ほっきーの館入館者数：3,341人） 

   職員派遣事業等による実績数：3,834人 

森林研修センター情報交流館    入館者数：12,486人 

    職員派遣事業等による実績数：3,257人 

(2) 平成26年度実績 

甫喜ヶ峰森林公園   入園者数：50,044 人 

     （うち森林学習展示館入館者数：6,252人、ほっきーの館入館者数：3,312人） 

    森林研修センター情報交流館    入館者数： 11,428人 
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  林業環境政策課                                                            （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

県民参加の森づ 

くり推進費 
31,592 31,592     45,527  （入）45,527 

 

森林環境税を活用して、森林の持つ役割や森林・林業の現状、それらに関わる営みの場である山村の現状など

について県民の理解を促すとともに、それぞれの立場で参加できる森づくりの取り組みを県民に分かりやすく

伝えることで、県民参加による森林保全の活動を推進する。 

 

Ⅰ 森づくりへの理解と参加を促す広報事業費  （ 14,143千円  (入) 14,143千円 ） 

１ 目的 

幅広い県民を対象に、森林環境税に関する取り組みや県産材の利用など一人ひとりの行動を森林保全に繋げ

るようＰＲする。 

 

  ２ 内容 

(1)パンフレット等作成委託料       793千円 

委託内容：森林環境税の使いみちなどを広報するパンフレット等を作成する。 

委託先：未定 

(2)森林環境税情報誌作成等委託料   6,861千円 

   委託内容：森林環境税やこうち山の日に関する取り組みなどを県民に分かりやすく伝えるとともに、森

林や林業について理解と関心を深めるための情報誌の作成及び配布を行う。 

委託先：未定（プロポーザル方式により選定） 

      委託期間：H28.4～H29.11（見込み） 

債務負担行為限度額（H29年度）：6,861千円 

・年２回（６月、10月）､各10万部発行（小中学校全校、公共施設、量販店、銀行など約2,500箇所に配布）

 (3)座談会等開催委託料  5,159千円 

委託内容：森林環境税に関する地域座談会等を開催し、今後の森林環境税のあり方について県民と検討

を行うとともに、「こうち山の日」活動など、森林への関わりに関する情報発信等を行う。

委託先：未定（プロポーザル方式により選定） 

(4)森林環境税アンケート実施委託料  1,330千円 

委託内容：森林環境税に関して企業のアンケートを実施し、今後の森林環境税のあり方の参考とする。

委託先：未定 

 

３ 平成27年度に実施した主な事業 

(1) 森林環境税に関するチラシ、森林環境教育イラストの作成・配布 

・年１回（３月作成）、チラシ２万部 発行（公共機関、量販店、銀行など約330箇所に配布）、イラス

ト 県ホームページ等に掲載 

(2) 森林環境税に関する情報誌の作成・配布 

・年２回（６月、10月）、各10万部発行（小中学校全校、公共施設、量販店、銀行など約2,400箇所に配

布） 
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林業環境政策課                                                                           （単位：千円） 

 

Ⅱ こうち山の日推進事業費 ( 13,787千円 (入) 13,787千円 ) 

  １ 目的 

   「豊かな森林の恵みに感謝し、森林や山を守ることの重要性に対する理解と関心を深め、県民一人ひとりが

森林を守る活動に参加し、また自ら行動することによって山を守り育て次代へと引き継いでいく」ことを 

制定趣旨とした「こうち山の日」（11月11日）を中心に行われる県民活動を支援する。 

 

  ２ 内容 

   (1)こうち山の日県民参加支援事業委託料  1,930千円 

      委託内容：幅広く県民から参加を募る森林保全ボランティア活動などの取組を実施する。 

      委託先：こうち山の日ボランティアネットワーク 

(2)こうち山の日推進事業費補助金  11,563千円 

・「こうち山の日」に関する普及啓発事業に取り組む団体等に対し補助する。 

①補助事業者：（公社）高知県森と緑の会 

②補助率：10/10以内 

③補助金の内訳：事業費9,000千円、附帯事務費2,563千円 

④事業実施主体：制定趣旨に賛同し、その普及啓発に資する団体等（市町村、法人、ボランティア団体、

町内会、ＰＴＡなど）   

      ⑤事業実施主体への補助率：定額（事業実施主体が市町村の場合は1/2以内） 

⑥事業実施主体への補助限度額 

ⅰ)  250千円（間伐、環境整備等） ⅱ)  750千円（山の一日先生派遣） 

⑦補助期間：H25～H29 

(3)インターネットホームページ保守管理委託料  294千円 

委託内容：幅広く県民からの参加を募る森林保全ボランティア活動などを広報するホームページの保

守管理を委託する。 

委託先：未定 

 

３ 平成27年度に実施した主な事業 

   (1) 県民が参加する森林ボランティア活動の開催  ４件 参加者122人 

   (2) こうち山の日推進事業費補助金   24件 参加者 17,262人 

  

Ⅲ 山の学習支援事業費 ( 16,000千円 (入) 16,000千円 ) 

１ 目的 

本県の豊かな森林環境に子どもたちが気づき、体験活動を通して生きる力を育むため「総合的な学習の時間」

において年間を通して森林環境教育を実践する小中学校等を対象にその取組を支援する。 

 

２ 内容 

(1)山の学習支援事業費補助金  16,000千円 

・総合的な学習の時間を活用し、年間を通して学校独自の森林環境学習を実施する取組を進める小中学校等を

対象に補助する。 

①補助先：市町村、市町村教育委員会、学校組合、学校法人（私立の小中高等学校等） 

②補助基準額  対象児童・生徒数  50人未満              200千円以内 

50人～100人未満    400千円以内 

100人～200人未満   600千円以内 

200人～300人未満   800千円以内 

300人以上           1,000千円以内 

③補助期間：H25～H29 
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林業環境政策課                                                                              （単位：千円） 

                   

  ３ 平成27年度に実施した主な事業 

(1) 山の学習支援事業補助金補助先： 18市町村 計59小中学校 (対象人数5,272人（見込）) 

 

Ⅳ 森林保全ボランティア活動推進事業費 （H26年度から休止） 

※休止の理由：国の森林・山村多面的機能発揮対策交付金で対応可能なため 

 

Ⅴ 運営委員会等開催費 ( 1,597千円 (入)1,597千円 ) 

１ 目的 

  森林環境保全基金の運営を適正に行うため、基金運営委員会の開催等を行う。 

 

２ 内容 

(1)森林環境保全基金運営委員会委員報酬   540千円 

(2)その他事務費             1,057千円 

 

３ 平成27年度に実施した主な事業 

(1) 森林環境保全基金運営委員会    ４回 開催 
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  林業環境政策課                                                           （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

森林環境保全基金

積立金 

 

169,109 

 

171,269 168,827
（財）  173 

（寄）  100 
168,554

 

１ 目的 

県民税均等割の超過課税（森林環境税）と、同税の趣旨に賛同して寄せられる寄付金相当額を財源に、森づ

くりへの理解と参加の促進及び公益的機能を発揮できる森林保全のための事業を計画的、効率的に実施するた

め、基金を積み立てる。 

  

 

 ２ 積立金の内訳 

    税収相当額（一般財源） 168,554千円 

    基金の運用益          173千円 

    寄付金           100千円 

 

  【積立、事業実施のフロー】 

県民税均等割の超過課税と、同税の 

                       趣旨に賛同して寄せられる寄付金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３ 平成27年度 積立金の実績（見込み） 

    税収相当額       170,880千円 

    運用益           289千円 

    寄付金          100千円 

    合計          171,269千円 

県  民 

基金運営委員会 

森林環境保全基金 

森林環境の保全に係る事業 

 

積立て 

基金からの繰入金 

 
事業計画の検討 
事業の実施状況確認 
事業案への意見 等 

県民の意見を検討に反映 

納税者、学識経験者を委嘱 

県民意見の反映 

透明性の確保 
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）

将
来

を
担

う
子

ど
も
た
ち
な
ど
へ

の
森

林
環

境
教

育
へ

の
支

援

（
9
.5
%
）

持
続

可
能

な
山

の
暮

ら
し
を
支
え
る
森

づ
く
り

へ
の

支
援

（
2
2
.0
%
）

シ
カ
被

害
対

策
（
7
.1
%
）

県
民

の
主
体

的
な
活

動
へ

の
支

援
（
1
5
.4
%
）

※
％
に
つ
い
て
は
、
小
数
点
以
下
２
桁
目
を
四
捨
五
入
し
て
い
ま
す
の
で
、
数

値
が
合

わ
な
い
と
こ
ろ
が
あ
り
ま
す
。
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フ
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ls
x　
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（－）一般財源　（入）繰入金　（財）財産収入　（寄）寄附金収入

■基金に積み立てる額 円

内容

168,827,000 円 森林環境保全基金積立額 168,827,000 円

（－） 168,554,000 円 ・森林環境保全基金造成額 168,554,000 円

（財） 173,000 円 ・運用益積立額 173,000 円

（寄） 100,000 円 ・寄附金積立額 100,000 円

（－）一般財源　（入）繰入金　（財）財産収入

■基金を活用する額 円

内容

104,593,000 円

（入） 104,593,000 円
53.1%

104,593,000 円

（入） 104,593,000 円

39,200,000 円 公益林保全整備事業費補助金 39,200,000 円

（入） 39,200,000 円
（林業振興・環境部　木材増産推進課）

51,441,000 円 みどりの環境整備支援交付金 51,441,000 円

（入） 51,441,000 円
（林業振興・環境部　木材増産推進課）

5,851,000 円 指定管理鳥獣捕獲等事業委託料 5,851,000 円

（入） 5,851,000 円
（産業振興推進部　鳥獣対策課）

8,101,000 円 調査業務委託料 2,063,000 円

防護柵設置業務委託料 1,383,000 円

（入） 8,101,000 円 防護柵設置箇所モニタリング調査委託料 4,655,000 円

（林業振興・環境部　環境共生課）

92,285,000 円

（入） 92,285,000 円
46.9%

18,725,000 円

（入） 18,725,000 円

16,000,000 円 山の学習支援事業費補助金 16,000,000 円

（入） 16,000,000 円
（林業振興・環境部　林業環境政策課）

1,437,000 円 高校生森林環境理解事業 891,000 円

高校生後継者育成事業 546,000 円

（入） 1,437,000 円
（教育委員会事務局 高等学校課）

1,288,000 円 指導者養成研修等委託料 395,000 円

体験活動推進事業 459,000 円

（入） 1,288,000 円 事務費 434,000 円
（教育委員会事務局　生涯学習課）

(2)県民の森や山に対する主体的な活動の支援 30,281,000 円

（入） 30,281,000 円

14,541,000 円 こうち山の日推進事業費補助金 11,563,000 円

こうち山の日県民参加支援事業委託料 1,930,000 円

（入） 14,541,000 円 インターネットホームページ保守管理委託料 294,000 円
（林業振興・環境部　林業環境政策課） 森林保全作業安全研修委託料 754,000 円

14,143,000 円 森林環境税情報誌作成等委託料 6,861,000 円

パンフレット等作成委託料 793,000 円

（入） 14,143,000 円 座談会等開催委託料 5,159,000 円
（林業振興・環境部　林業環境政策課） 森林環境税アンケート実施委託料 1,330,000 円

1,597,000 円 運営委員会開催等事務費 1,597,000 円

（入） 1,597,000 円
（林業振興・環境部　林業環境政策課）

43,279,000 円

（入） 43,279,000 円

43,279,000 円 木の香るまちづくり推進事業費補助金 43,000,000 円

事務費 279,000 円

（入） 43,279,000 円
（林業振興・環境部　木材産業振興課）

［　平成２８年度　森林環境税関連予算額内訳　］

内訳

［　内　　訳　］

168,827,000

積立金 予算額 内訳
森林環境保全基金積立金 　森林環境保全のための森林環境税の経理を区分する

とともに、森林環境税による事業を計画的、効率的に
実施するため、その税収相当額を基金に積み立てま
す。

196,878,000

事業名（担当課名） 予算額
１　森林環境の保全を進める事業

森林環境の保全

　

森
林
整
備

①緊急間伐総合支援事業費   水源かん養機能等公益的機能が高い人工林（11～60
年生）の保育間伐を推進することで、荒廃森林の発生
を防止し、森林の持つ公益的機能が効果的に発揮され
るよう森林の整備を行います。

②みどりの環境整備支援事業費 　CO2吸収機能の高い人工林(11～45年生）の除間伐を
促進します。

シ
カ
被
害
対
策

③捕獲対策事業費 　認定鳥獣捕獲事業者等に委託してシカの捕獲事業及
び生息密度調査を行います。

④希少野生植物食害対策事業費 　ニホンジカによる希少野生植物の食害被害を防止す
るため、現況調査や防護ネットを設置します。

２　県民の森林への理解と関わりを深め広げる事
業

(1)将来を担う子どもたちなどへの森林環境教育
への支援

森
林
環
境
教
育

⑤山の学習支援事業費 　小中学校等が行う森林環境教育を支援します。

⑥森林環境保全事業費 　都市部に在住する子どもたちに森林保全の重要性を
体験を通じて理解してもらい、森林保全を支援する人
材を育成します。

⑦環境学習推進事業費 自然体験活動や環境学習を推進するために、自然体験
インストラクターの養成研修を行い、指導者を地域の
青少年育成団体へ派遣します。

木
材
利
用

⑪木の香るまちづくり推進事業費 　県内の幼稚園、保育園、小中学校、公共的施設の行
う木を活用した取り組みを支援します。また、公共的
空間の内外装に県産材を活用した整備を支援します。

⑩運営委員会等開催費 　県民意見の反映や森林環境保全基金の透明性を確保
するための運営委員会を開催します。

(3)持続可能な山の暮らしを支える森づくりへの
支援

県
民
の
主
体
的
な
活
動

⑧こうち山の日推進事業費 　県民一人ひとりが森林や山を守る活動の重要性に対
する理解と関心を深めていただくための「こうち山の
日（11月11日）」を中心に、県民が主体となって行う
活動を支援します。

⑨森づくりへの理解と参加を促す広報事業費 　森林の関心の高い方に限らず、幅広い県民を対象
に、森林環境税の目的や使いみちなどや森林の大切さ
などをPRします。
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（－）一般財源　（入）繰入金　（財）財産収入　（寄）寄附金収入

■基金に積み立てる額 円

内容

168,827,000 円 森林環境保全基金積立額 168,827,000 円

（－） 168,554,000 円 ・森林環境保全基金造成額 168,554,000 円

（財） 173,000 円 ・運用益積立額 173,000 円

（寄） 100,000 円 ・寄附金積立額 100,000 円

（－）一般財源　（入）繰入金　（財）財産収入

■基金を活用する額 円

内容

104,593,000 円

（入） 104,593,000 円
53.1%

104,593,000 円

（入） 104,593,000 円

39,200,000 円 公益林保全整備事業費補助金 39,200,000 円

（入） 39,200,000 円
（林業振興・環境部　木材増産推進課）

51,441,000 円 みどりの環境整備支援交付金 51,441,000 円

（入） 51,441,000 円
（林業振興・環境部　木材増産推進課）

5,851,000 円 指定管理鳥獣捕獲等事業委託料 5,851,000 円

（入） 5,851,000 円
（産業振興推進部　鳥獣対策課）

8,101,000 円 調査業務委託料 2,063,000 円

防護柵設置業務委託料 1,383,000 円

（入） 8,101,000 円 防護柵設置箇所モニタリング調査委託料 4,655,000 円

（林業振興・環境部　環境共生課）

92,285,000 円

（入） 92,285,000 円
46.9%

18,725,000 円

（入） 18,725,000 円

16,000,000 円 山の学習支援事業費補助金 16,000,000 円

（入） 16,000,000 円
（林業振興・環境部　林業環境政策課）

1,437,000 円 高校生森林環境理解事業 891,000 円

高校生後継者育成事業 546,000 円

（入） 1,437,000 円
（教育委員会事務局 高等学校課）

1,288,000 円 指導者養成研修等委託料 395,000 円

体験活動推進事業 459,000 円

（入） 1,288,000 円 事務費 434,000 円
（教育委員会事務局　生涯学習課）

(2)県民の森や山に対する主体的な活動の支援 30,281,000 円

（入） 30,281,000 円

14,541,000 円 こうち山の日推進事業費補助金 11,563,000 円

こうち山の日県民参加支援事業委託料 1,930,000 円

（入） 14,541,000 円 インターネットホームページ保守管理委託料 294,000 円
（林業振興・環境部　林業環境政策課） 森林保全作業安全研修委託料 754,000 円

14,143,000 円 森林環境税情報誌作成等委託料 6,861,000 円

パンフレット等作成委託料 793,000 円

（入） 14,143,000 円 座談会等開催委託料 5,159,000 円
（林業振興・環境部　林業環境政策課） 森林環境税アンケート実施委託料 1,330,000 円

1,597,000 円 運営委員会開催等事務費 1,597,000 円

（入） 1,597,000 円
（林業振興・環境部　林業環境政策課）

43,279,000 円

（入） 43,279,000 円

43,279,000 円 木の香るまちづくり推進事業費補助金 43,000,000 円

事務費 279,000 円

（入） 43,279,000 円
（林業振興・環境部　木材産業振興課）

［　平成２８年度　森林環境税関連予算額内訳　］

内訳

［　内　　訳　］

168,827,000

積立金 予算額 内訳
森林環境保全基金積立金 　森林環境保全のための森林環境税の経理を区分する

とともに、森林環境税による事業を計画的、効率的に
実施するため、その税収相当額を基金に積み立てま
す。

196,878,000

事業名（担当課名） 予算額
１　森林環境の保全を進める事業

森林環境の保全

　

森
林
整
備

①緊急間伐総合支援事業費   水源かん養機能等公益的機能が高い人工林（11～60
年生）の保育間伐を推進することで、荒廃森林の発生
を防止し、森林の持つ公益的機能が効果的に発揮され
るよう森林の整備を行います。

②みどりの環境整備支援事業費 　CO2吸収機能の高い人工林(11～45年生）の除間伐を
促進します。

シ
カ
被
害
対
策

③捕獲対策事業費 　認定鳥獣捕獲事業者等に委託してシカの捕獲事業及
び生息密度調査を行います。

④希少野生植物食害対策事業費 　ニホンジカによる希少野生植物の食害被害を防止す
るため、現況調査や防護ネットを設置します。

２　県民の森林への理解と関わりを深め広げる事
業

(1)将来を担う子どもたちなどへの森林環境教育
への支援

森
林
環
境
教
育

⑤山の学習支援事業費 　小中学校等が行う森林環境教育を支援します。

⑥森林環境保全事業費 　都市部に在住する子どもたちに森林保全の重要性を
体験を通じて理解してもらい、森林保全を支援する人
材を育成します。

⑦環境学習推進事業費 自然体験活動や環境学習を推進するために、自然体験
インストラクターの養成研修を行い、指導者を地域の
青少年育成団体へ派遣します。

木
材
利
用

⑪木の香るまちづくり推進事業費 　県内の幼稚園、保育園、小中学校、公共的施設の行
う木を活用した取り組みを支援します。また、公共的
空間の内外装に県産材を活用した整備を支援します。

⑩運営委員会等開催費 　県民意見の反映や森林環境保全基金の透明性を確保
するための運営委員会を開催します。

(3)持続可能な山の暮らしを支える森づくりへの
支援

県
民
の
主
体
的
な
活
動

⑧こうち山の日推進事業費 　県民一人ひとりが森林や山を守る活動の重要性に対
する理解と関心を深めていただくための「こうち山の
日（11月11日）」を中心に、県民が主体となって行う
活動を支援します。

⑨森づくりへの理解と参加を促す広報事業費 　森林の関心の高い方に限らず、幅広い県民を対象
に、森林環境税の目的や使いみちなどや森林の大切さ
などをPRします。

 

 

  林業環境政策課                                                               （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

森林整備加速化 

・林業再生基金 

積立金 

5,317 154,063 2,446 （財）2,446 

 

  １ 目的 

      森林整備の一層の推進及び間伐材等の森林資源を活用した林業・木材産業等の地域産業の再生を図り、

強い林業・木材産業等を構築するため基金を積み立てる。 

 

 

２ 内容 

 (1) 基金の造成 

・運用益の積立 2,446千円 (財)2,446千円 

  

 

 ３ 平成27年度積立等実績 

(1) 26年度末基金残高       1,074,320千円【Ａ】 

(2) 基金造成額等【Ｂ】     

運用益            3,460千円 

その他（積戻し）     150,260千円 

(3) 基金取り崩し額【Ｃ】 

  返還額（復興関連予算）  274,687千円 

  H27執行分           547,946千円（見込み） 

(4) 27年度末基金残高        405,407千円（見込み）※【Ａ】＋【Ｂ】－【Ｃ】 



20

 

 

   森林技術センター（林業環境政策課）                                    （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

 

林業試験研究費及

び管理運営費 
62,970 62,970  55,663  

（使）   504 

（手） 6,500 

（諸） 2,874 

    45,785

 

 １ 目的 

中山間地域の振興及び森林環境の保全と森林・木材関連産業の発展を推進するため、森づくりから資源の有効

な利活用に係る研究開発及び依頼分析試験を行う。 

 また、試験研究が円滑に実施できるよう、森林技術センターの管理・運営等を行う。 

  

 ２ 内容 

(1) 林業試験研究費  ( 20,666円 (手)3,358千円 (諸)1,820千円 (一)15,488千円 ) 
    

① 依頼分析試験費  ( 3,100千円 (手)3,100千円 ) 

  関係企業、関連団体等からの依頼により、原材料及び製品の分析・試験等を行い、その結果を成績書で報

告する。 
 

② 研究費  ( 17,566千円 (手)258千円 (諸)1,820千円 (一)15,488千円 ) 

         森林の管理、木材生産、木質資源の利用等に関する試験研究を行う。 
 
 

1) 地形に適した作業システムの導入に関する研究  ( 954千円  (一)954千円 ) 

[架線系林業機械による効率的な作業システムの提示] 

〇 目的・内容 

これまで、生産性の向上を目指し、全国的に高密度路網と車両系高性能林業機械の組み合わせによるシ

ステムの導入が進められてきたが、本県のように急傾斜で起伏が多い地形条件では、高密度の作業道開設

が難しく架線系林業機械による集材が欠かせない。 

架線系林業機械による集材作業では、林地の勾配や起伏などの地形条件、作業道の開設状況、事業規模

等によって最適な機械や索張り方式を選択する必要があるが、その手法に関しては具体的な体系が示され

ておらず、事業体が事業地に適した架線系作業システムを選択する際に苦慮している。 

そこで、本研究では、本県の急峻かつ起伏が多い地形に適する架線系林業機械による作業システ

ムの導入手法を明らかにし、その作業システムに適した作業道の開設・改良モデルを確立すること

により、県内事業体の生産性の向上を図り、原木の増産につなげる。 

〇 研究期間      平成27年度～31年度 
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森林技術センター（林業環境政策課）                                      （単位：千円） 

2) 本格架線集材システムに対応した機械開発に向けての研究  ( 414千円  (諸)200千円 (一)214千円 ) 

[次世代型高性能・高機能型定置集材機の開発] 

〇 目的・内容 

本県における近年の木材搬出システムは、スイングヤーダ等による短距離集材が普及してきたが、急傾

斜地で木材搬出を行う場合、本格架線集材システムは欠かせない。 

本格架線集材システムに必要不可欠な集材機製造に際しての問題点として、機械駆動に適した産業用エ

ンジンの入手が難しくなったことや集材機で用いられている自動車部品の製造が廃止されたため、代替品

製造に多くの経費を要するようになったこと等があげられる。 

そこで、本課題では、将来にわたり製造・保守が可能な高知型次世代集材機の仕様を提示することで、

多様な索張り技術を誇る本県の架線技術の維持・継承につなげる。 

〇 研究期間      平成25年度～29年度 

 

3) 新たな市場ニーズに対応した建築用材の安定供給に関する研究  ( 1,105千円  (一)1,105千円 ) 

[JAS機械等級区分材の品質管理方法と２次乾燥方法の確立] 

〇 目的・内容 

木造公共建築物に供される木材は、大型構造に対応した特殊な仕様となる場合が多く、かつ短期間で大

量に用意する必要があるため、その供給体制は不安定で納期、品質、コスト面等の問題を抱えているのが

現状である。また、住宅用の一般流通材においては、外商対策により増加した県外顧客からの新たな要求

（木材の色・艶・香り等）への対応を求められている。 

そこで、県内のJAS機械等級区分を取得した製材工場を対象に、製品の形状・品質・発注量の異なる公

共木造建築物用材及び一般住宅用材の安定供給を目的として、新たな用途別（品質・性能別）の品質管理

方法の確立と製品倉庫を活用した２次乾燥方法を確立する。 

〇 研究期間      平成24年度～28年度 

 

4)減圧及び高周波を用いた高付加価値乾燥材の少量多品種生産に関する研究  

( 5,400千円  (一) 5,400千円 ) 

 [減圧・高周波複合乾燥の特性把握とドライングセット効果の詳細の解明]  

〇 目的・内容 

地産外商対策の結果、都市部の工務店等に高知県産材のユーザが増加してきたが、そのことは様々な

県外ユーザから通常のサイズのみでなく、太角も含めた小ロットかつ多様（「少量多品種」）な注文に

きめ細かく対応する必要に迫られることでもある。今後地産外商を進め、大消費地での「土佐材」ブラ

ンドの定着と発展を目指すためには、こうした対応力をさらに強化していく必要がある。 

こうした中、生産者は種々の断面サイズ・密度の材を同時に乾燥機内で乾燥させる混載乾燥により対

応しているが、混載乾燥は一般に乾燥技術の研究・開発において例外的手法として取り扱われており、

知見の蓄積が少ない。 

また、近年、高温による材色劣化の少ない乾燥材のニーズが高まり、処理時間を短縮したり、高温セ

ット処理を施した材を予定より小さな規格寸法に挽き直して出荷したりする例が見られる状況にある。

そこで、本研究では、多様な顧客ニーズ（含水率、割れ、材色等）に対応するため、品質の安定化、

供給可能な商品のバリエーション拡大、混載乾燥における歩留まり向上の三つを目的として、高温セッ

ト処理条件を変化させて比較し、種々の混載乾燥に適する高温セット処理時間や雰囲気を特定した上で、

一般に太角材乾燥に適するとされる減圧乾燥と高周波複合乾燥により、混載乾燥技術の開発を行う。 

〇 研究期間      平成28年度～32年度 

 



22

 

 

森林技術センター（林業環境政策課）                                     （単位：千円） 

5) 乾燥条件の異なる構造材の強度性能に関する研究  (919千円  (一)919千円 ) 

[乾燥条件の材料強度及び接合強度への影響の解明] 

〇 目的・内容 

公共建築物や県外への一括出荷等、大量の乾燥材が求められているが、県内の乾燥材を生産する企業は

乾燥方法に違いがあり、製品の品質にもバラツキがあるのが現状である。また、他県の研究機関の報告か

ら乾燥の強度性能への影響に関する懸念も出てきている。 

そこで、乾燥条件のスギ梁桁材の材料強度、接合強度への影響を明らかにして、市場における県産乾燥

材の強度性能に対する信頼性の向上を図り、信頼性の高い乾燥材の県内外への供給を推進し、県内企業に

対して強度性能を確保できる乾燥条件の普及を図る。 

〇 研究期間      平成26年度～28年度 

 

6) 木造建築物の温熱環境に関する研究  ( 2,531千円  (一)2,531千円) 

[省エネルギー基準と温熱快適性] 

〇 目的・内容 

社会経済情勢やライフスタイルの変化などにより、住宅・建築物における消費エネルギーが著しく増

加しており、省エネ対策への強化が求められている。 

住宅・建築物の省エネルギー基準が改正され、2015年から建築される建物には適用され、2020年まで

には、すべての新築住宅・建築物に対し、省エネ基準の適合義務化が予定されている。しかし、現段階

で省エネ基準を達成していない建物は少なくなく、このままでは建物の建築確認が取れない事態も出て

くることが想定され、早急の対応が必要である。 

本県では、新しい建築材料であるCLTを用いた建築物が相次いで建築されており、それらの建築物にお

いては、省エネ基準の評価に用いる基礎データが収集されていない現状がある。 

そこで、本研究では、木造建築物の更なる利用促進に向けて、CLTなどの新しい建築材料を使用した建

築物も含め、工法の違いによるエネルギー消費性能の影響を把握すると共に、実建築物での省エネ基準

の適合とその温熱快適性を検証する。 

〇 研究期間      平成28年度～30年度 

 

7) 住宅における厚板の用途開発に関する研究  ( 1,903千円  (一)1,903千円 )  

[スギ、ヒノキ厚板構面による各種性能] 

〇 目的・内容 

木材をふんだんに使用した住宅を好む施主に対し、室内に木材を見せる現しの住宅が設計されるように

なっている。一方、材料の供給側では、原木の大径化が進み、原木から歩留り良く生産できる柱、梁以外

の製品展開が必要となっている。 

厚板は、実板や幅はぎパネルなど幅広い住宅製品の展開が見込まれ、壁、床に多くの木材が現しで使用

できる材料として有効であるが、厚板を利用した壁、床、屋根の仕様は確立されておらず、それらの仕様

の構造性能や断熱性能も明らかにされていない。また、仕様に見合う材料の品質管理や製造管理の方法も

確立されていない状況にある。 

そこで、スギ、ヒノキ厚板の住宅における用途開発を行うことを目的に、スギ、ヒノキ厚板を利用した

壁、床、屋根の仕様の確立、仕様に見合う材料（実板、幅はぎパネル）の品質・性能の確保を目指す。

〇 研究期間      平成27年度～30年度 
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森林技術センター（林業環境政策課）                                     （単位：千円） 

8) フクロタケ栽培技術の開発  (292千円  (一)292千円 ) 

[フクロタケの子実体発生に適した条件の解明] 

〇 目的・内容 

きのこ栽培は中山間地域の貴重な現金収入源であるが、消費者の多様な嗜好の変化や産地間競争の激化

などにより、新たな品目の開発が求められている。 

食用きのこは世界中に数多くあり、シイタケ・マッシュルーム・フクロタケが世界三大栽培きのこと言

われている。その中でもフクロタケは独特な食感や旨味を持つことから、中華料理、タイ料理、その他の

アジア料理等で多く使用されている。しかしながら、日本国内で流通しているものは主に缶詰やビン詰の

みであり、味が水に抜け出ており、味や風味が劣ると言われている。また、生ものは保存期間が短いこと

から、日本国内における生産・流通はほとんどない。 

そこで、本研究では、フクロタケの栽培方法を確立し、フクロタケを新たな商品作物として定着させる

ことにより、高知県の中山間の活性化につなげる。 

〇 研究期間      平成27年度～29年度 

 

9)カシ備長炭の収率および品質向上に関する研究 (444千円 (手)127千円 (一)317千円 ) 

[ウバメガシ以外のカシ類の有効利用] 

〇 目的・内容 

現在、中国産白炭の輸入量が減少し、その代替として国産備長炭の需要が高まり、問屋から増産の要望

を受けているが、県内では備長炭の原料であるウバメガシ（以下「ウバメ」）の資源量が減少しているた

め、今後、ウバメだけで生産量を伸ばすのが難しい状況となっている。一方で、ウバメ以外のカシ類（以

下「カシ」）の資源量は県内に豊富に存在するため、これを原料として使用することで備長炭のさらなる

増産が可能である。 

しかし、製炭者の間では「ウバメは焼き易いがカシは焼き難い」と言われている。さらに、ウバメとカ

シの収益性を比較したものがないことも、製炭者がカシを敬遠する原因の一つと考えられる。 

そこで、カシの収率や等級を向上させる製造法を確立し、ウバメやカシで備長炭を製造した場合の収益

モデルを作成し、カシ備長炭製造の有利な点を示すことで製炭者を増やし、土佐備長炭の生産量の増大を

図る。 

〇 研究期間      平成27年度～29年度 

 

10) 大型製材工場に対応した原木の供給と皆伐後の更新推進に関する研究 

 ( 2,600千円 (諸)1,500千円 (一)1,100千円 )  

[原木の供給と更新（シカ対策等）のモデル化、コンテナ苗の低コスト生産技術の開発] 

〇 目的・内容 

産業振興計画推進、大型製材工場の稼働など原木の増産に向けて、事業量の安定確保や事業体の生産能

力の増強が必要となっている。 

現在は利用間伐主体の生産であり、増産に対応するためには皆伐が必要となってくる。資源循環利用の

ために必要な再造林は、収入に対して植栽、保育等の経費が大きく、行われない懸念がある。またニホン

ジカの加害により、成林しない場合もありえる。 

そこで、森林GISを活用して樹種、地形等から供給適地と供給可能量を把握し、供給適地を判定すると

ともに天然林からの距離や地形等から再造林適地の判定も行い、併せて聞き取り・現地調査を行い、原

木生産計画作成に寄与する。また、ニホンジカ生息地でのシカ被害リスクの判定技術の開発及び一貫作

業システムの推進のためのコンテナ苗生産コスト低減技術の開発を行い、シカ生息地域での再造林の促

進に寄与する。 
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〇 研究期間      平成26年度～28年度 

 

11) 強度間伐施業等に対応した森林管理技術の開発  ( 730千円  (一)730千円 ) 

[強度間伐の残存木への影響と土壌保全効果の解明]  

〇 目的・内容 

樹高成長や総収穫量には間伐による影響が少ないものとされてきたが、ヒノキ人工林で強度間伐を行っ

た場合には間伐後10年を経過してもなお、樹高および材積成長量が減少するデータが得られている。また、

これまでの育林体系では水土保全機能に大きく関与する林床植生の間伐等による管理が不明確である。強

度間伐や長伐期施業に対応した森林管理技術を確立するには、間伐強度の異なる林分での長期的な成長量

および林床植生調査による実測データを蓄積し、精度の向上を図る必要がある。 

そこで、施業履歴等が判明している当センターの固定試験地等において、経年変化によるデータを積み

重ね、間伐率の違い等が残存木の成長や林内環境等に与える影響を明らかにする。 

〇 研究期間      平成20年度～29年度 

 

③ 技術支援費  ( 274千円 (手)131千円 (諸)120千円 (一)23千円 ) 

〇 目的・内容 

産業振興計画推進のため地域の要望等に基づいた試験研究を実施しているが、要望や技術相談等がある

ものの中には情報、実証等の不足により研究課題化ができていないものもある。それらの中には研究課題

化できる可能性のあるもの、あるいは既存の成果に少し実証データ等を加えることにより解決できるもの

等もある。 

そこで、課題化の一歩手前、または迅速に対応する必要がある要望等に対して、技術支援の一環として

対応していく。 

 

 

 

 

 

森林技術センター（林業環境政策課）                                     （単位：千円） 
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森林技術センター（林業環境政策課）                                     （単位：千円） 

(2) 森林技術センター管理運営費  

 ( 34,997千円  (使) 504千円 (手) 3,142千円 (諸) 1,054千円 (一) 30,297千円 ） 

 

①清掃等委託料（警備、電話設備、構内維持管理等）  9,357千円（(一)9,357千円 ） 

②試験機器保守点検等委託料（法定点検等）       5,518千円（(手)3,142千円 (一)2,376千円 ）

③全国林業試験研究機関連絡協議会等分担金       70千円（(一)   70千円 ） 

④安全運転管理者協議会等負担金            17千円（(一)   17千円 ） 

⑤技能講習会負担金                   98千円（(一)  98千円 ） 

⑥学会等負担金                    29千円（(一)   29千円 ） 

⑦その他管理運営事務費        19,908千円（(使)504千円 (諸)1,054千円 (一)18,350千円 ） 

 

［施設の概要］ 

・土地 県有のもの         326,550 ㎡ 

            借用のもの         34,120 ㎡ 

・建物 30棟             6,397 ㎡ 

・山林 3カ所            137,408 ㎡ 

・試験研究機器等重要物品       658,816 千円 （90点） 
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３ 平成27年度に終了した試験研究課題等 

(1) スギ梁桁乾燥材の品質の安定化に関する研究（平成23年度～27年度） 

［スギ梁桁材の乾燥特性の把握と混載乾燥時における品質の向上] 

スギ梁桁材を高温蒸気式、爆砕高周波減圧式、高周波蒸気複合式の三種類の人工乾燥試験を行い、乾燥経過

及び結果に関する知見を得た。また、得られた知見をもとに、高温蒸気式乾燥の所要時間短縮を目的とするス

ケジュールを開発した。 

高温蒸気式については、①規格梁せいの大小による仕上がり含水率への影響は明瞭でなく、むしろ個々の材

の乾燥前密度（または乾燥前の含水率）の大小の影響が強いこと、②乾燥終了時における材表層と材内部の含

水率差（水分傾斜）が大きいことが確認された。 

爆砕高周波減圧式については、①高温蒸気式に比べ水分傾斜の小さいこと、②高温セット処理を行わないた

め常時乾球温度70℃以下の雰囲気ながら、高温蒸気式を基準にすると約3分の2の期間で乾燥が可能であること

が確認された。 

高周波蒸気複合式については、①適切な乾燥室内雰囲気及び乾燥前密度に対応した電力設定を用いれば、内

部割れ、材面割れ共に無い乾燥材を生産できること、②高温蒸気式に比べ水分傾斜の小さいこと、③高温蒸気

式を基準にすると概ね3分の2程度の期間で乾燥が可能であることが確認された。 

 

(2) 土佐材ブランドの「内装・備え付け製品」システム化の開発（平成25年度～27年度） 

［販売促進用家具類の性能評価と製造方法の検討] 

県産材の販売促進方法として邸別一括販売が行われているが、顧客である都市部の工務店や設計事務所で

は、土佐材を室内にみせる使い方がよく見られ、その空間にマッチする備え付け家具類が要望されている。

そこで本研究では、邸別一括販売の新たなラインナップとして、土佐材を用いた家具の開発を念頭に、材料

や製造方法の検討をし、試作の性能評価をすることを目的とした。家具の材料となる県内で製造されているス

ギ・ヒノキの集成材（縦継ぎ材、幅はぎ材）の強度は、各樹種の無垢材におけるヤング係数の平均値付近の値

を示し、接着性能や環境性能の面でも支障は見受けられなかった。 

製造内容に関しては、土佐材の接合方法として接着剤や接合具の効果を明らかにし、塗料性能試験によりス

ギやヒノキに最適な塗料を検討した。試作した家具は、JISに規定される性能試験や震度6強相当の振動試験を

実施し、性能評価を行った。 

 

 (4)依頼分析試験の件数 

・依頼分析試験 70件  

 

(5)林業技術指導活動実績 

①林業事業体現場改善支援 

・作業道作設指導（3事業体） 作業システム改善指導（7事業体） 

②森林組合経営改善支援 

・経営ビジョン策定、経営安定特別支援（6森林組合） 

③研修 

・林業技術職員基礎研修（15名） 

・森林作業道作設オペレーター研修（5名） 高度架線技能者育成研修（5名） 

 

 

森林技術センター（林業環境政策課）                                     （単位：千円） 
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   林業環境政策課                                                                 （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

  

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

環境企画費   1,397  1,397 1,311  1,311

 

 Ⅰ 環境企画費（ 1,311千円  (一)1,311千円 ） 
 

１ 目的 

環境基本法第43条及び自然環境保護法第51条に基づき、高知県内の自然環境や生活環境の保全に関する重

要事項等を調査審議するために設置された｢高知県環境審議会｣を開催する。 

また、高知県環境基本条例第8条に基づき、環境の状況や環境に関する施策の実施状況等を明らかにする

ため、｢高知県環境白書｣を発行する。 

さらに、同条例第9条に基づき策定されている高知県環境基本計画第三次計画が平成27年度末で期間満了

するのを受けて、新たに第四次計画を策定する。 

 ２ 内容 

【環境審議会】 

＜これまでの審議会の経過＞ 

      H6年 8月：高知県環境審議会を設置（高知県環境審議会条例の施行） 

※H5に公害対策基本法が廃止され、環境基本法が成立したことに伴い、高知県公害対策審議会を廃止 

      H12年4月：高知県自然環境保全審議会を高知県環境審議会に統合 

※H11に環境基本法及び自然環境保全法が改正されたことに伴い、環境審議会及び自然環境保全審議会の組織

名称に関する必置規制が緩和 

 

 

                                

＜審議会関係法令＞ 

      【国】環境基本法、自然環境保全法、水質汚濁防止法及び施行令、温泉法 

【県】環境審議会条例、環境審議会運営規程、環境審議会傍聴要領 

＜審議会の現状＞ 

      ・審議会は５つの部会で構成（総合部会・水環境部会・生活環境部会・自然環境部会・温泉部会） 

      ・審議会は年１回、各部会は随時開催 

      ・審議会委員は23名の学識経験者及び関係行政機関職員で構成 

       ※会長：石川慎吾（高知大学教育研究部教授）、副会長：内田 洋子（くらしを見つめる会代表） 

※委員任期は２年（H27.1.17～H29.1.16）、次回改選年度はH28年度の予定 

 

【環境白書】 

＜白書概要＞ 

・発行する前年度の具体的施策の取組結果及び当年度の具体的施策の取組内容を掲載する。 

      ・環境基本計画やその他環境分野の個別計画における進捗状況の点検結果の報告としての機能を併せ持つ。 

 

 

公害対策審議会（S44） 環境審議会（H6） 環境審議会（H12） 

※自然環境保全審議会を統合 
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  林業環境政策課                                                                 （単位：千円） 

 

＜環境白書発行スケジュール＞ 

５月～ ：白書の構成等の検討（課題・問題点の整理、発行時期、特集記事掲載項目等） 

６月上旬：白書原稿作成依頼（庁内各課へ依頼、締切は７月上旬） 

７月～ ：白書原稿確認（文言、写真等の整理、各項目のページ配分振り分け） 

８月上旬：総務事務センターへ用品請求（入札→印刷業者確定）※印刷発注から初校まで約１ヶ月 

９月～ ：白書校正（２回、原稿作成課へ作業依頼） 

１０月末：白書発行（関係先配付） 

 

※平成27年度環境白書（Ｈ28年1月発行）の構成 

１ 特集記事（広がる県内の木質バイオマス利用） 

２ 高知県の環境政策（環境全般に関する施策：環境審議会、豊かな環境づくり総合支援事業等） 

３ 分野別の具体的施策等（①地球温暖化への対策、②循環型社会への取組、③自然環境を守る取組、④環境

ビジネスの振興、⑤環境学習の推進とネットワークづくり） 

４ 参考資料（環境関連補助金等及び融資制度） 

５ 問い合わせ先（掲載記事ごとに担当課を記載） 

 

 

【環境基本計画】 

高知県環境基本計画第三次計画が平成27年度末で期間満了するのを受けて、新たに第四次計画を策定

＜策定スケジュール＞ 

・平成２７年３月：環境審議会（総合部会）の開催  

          ※高知県環境基本計画第四次計画の最終審議 

・    〃    ：環境審議会からの答申  

・平成２８年４月：計画の策定、公表 
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 林業環境政策課                                                                （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

協働の森づくり事

業費（森、海） 
4,954 4,954 10,965

 

 

 

 

 10,965

      

 

Ⅰ 協働の森づくり事業費  （ 8,775千円  (一) 8,775千円 ） 

１ 目的  
温室効果ガス削減に関心の高い企業を対象として、二酸化炭素吸収機能に着目した森づくりに協力し

てもらうため「環境先進企業との協働の森づくり事業」の企画立案と提案を行う。 

森と密接な繋がりを持つ海の環境保全をテーマとし、新たな活動メニューを企画・提案することによ

る企業の環境・ＣＳＲ活動の誘致及び企業等の持つ助成制度を県内のＮＰＯ等とマッチングさせること

で、地域活動の活発化と環境の保全を図る。 
 

 

２ 内容 

(1)フォーラム開催等委託料  5,630千円 

委託内容：事業が始まって以来、初めて協定締結10周年を迎える企業が出てくることから、企業の長

期にわたる支援への感謝とともに、今後の継続と新規協定の獲得に向けて、これまでの取

組を多くの県民に広く周知するフォーラムの開催と記念パンフレット等の作成を行う。 

委託先：未定（プロポーザル方式により選定） 

(2)事務費         3,145千円 

 

 

  ３ 平成27年度に実施した主な事業の実績 

(1)協働の森づくり事業 

①協働の森パートナーズ協定締結･････更新10件（協定企業・団体数74、協定締結数62件） 

②企業と地域との交流活動実施･･･････45回 参加者数 約2,800名 

③協働の森フォーラム･･･････････････企業31・市町村等36 

(2)協働の海づくり事業  

・日本財団との協働の海づくり事業のスキームを検討。 

・漁業協同組合や海洋環境保全に関係する機関と事業内容の調整。 

・NPO法人と海洋環境保全に興味を持っている企業にアプローチ。 

ただし、実績はまだない。 

 

 

Ⅱ 協働の森CO2吸収認証制度運営事業費  （ 2,190千円  (一)2,190千円 ） 

１ 目的  
協働の森づくり事業で整備された森林のCO2吸収機能を数値化し認証することを通じて、その社会的

な認知度を向上させ、温暖化対策を推進する。 
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林業環境政策課                                                                              （単位：千円） 

２ 内容 

(1) 協働の森CO2吸収認証制度運営委託料  2,092千円 

委託内容：協働の森CO2吸収認証制度の運営等を行い、CO2吸収証書を発行する。 

 委託先：(一社)高知県山林協会 

(2)その他事務費               98千円 

  

 ３ 平成27年度に実施した主な事業の実績 

(1)CO2吸収専門委員会･････････････２回開催 

(2)CO2吸収証書の発行･････････････43件、15,355t-CO2 

  ※参考 H19～H27 合計283件、80,643t-CO2 

(H19:3件、1,114t-CO2,H20:18件、2,537t-CO2,H21:28件、5,431t-CO2,H22:34件、9,735t-CO2,

H23:38件、12,883t-CO2,H24:30件、3,512t-CO2,H25:45件、14,728t-CO2,H26:44件、15,348t-CO2,

H27:43件、15,355t-CO2） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   森づくり推進課                                                                  （単位：千円） 

事 業 名 

平成27年度 

 

当初予算額 

平成27年度 

 

最終予算額 

平成28年度 

 

当初予算額 

左 の 財 源  内  訳 

国庫支出金 特 定 財 源      一 般 財 源      

 

森林整備公社助成

事業費 
    509,794 509,794      592,234 124,987  467,247

 

Ⅰ 森林整備公社助成事業費 

 １ 目的 

      森林資源の造成と公益的機能の確保及び山村経済の振興に資するため、一般社団法人高知県森林整備公社

が行う森林整備事業等に対して助成する。 

  

 ２ 内容 

     (1) 森林整備公社助成事業費（ 383,995千円  (-)383,995 千円 ） 

      ① 森林整備法人全国協議会負担金（ 10千円 (-)10千円 ） 

公社事業の円滑な推進を図るため、森林整備法人全国協議会に県負担金を拠出する。 

       ②森林整備公社利子助成補助金（ 127,542千円 (-)127,542千円 ） 

      公社の金融機関からの借入金に係る支払利息に対し、財政上の支援を行う。 

③森林整備公社経営改善事業費補助金（ 5,355千円 (-)5,355千円 ） 

公社が第10期経営計画に基づき行う経営改善のために必要な経費を助成する。 

④森林整備公社貸付金（ 250,138千円 (-)250,138千円 ） 

    公社の経営基盤の強化を図るため、公社の運営に要する経費に対し必要な資金を予算の範囲内で貸付す

る。 

⑤その他事務費（ 950千円 (-)950千円 ） 

 

     (2) 森林整備公社造林事業費（ 208,239千円 (国)124,987千円 (-)83,252千円 ） 

① 森林整備公社造林事業実施確認業務委託（ 2,245千円 (国)673千円 (-)1,572千円 ） 

     検査内規に適合し実施されている旨を確認するため、県が指示する実施個所の確認及び作業道における

査定設計書の作成を委託する。 

       ② 森林整備公社造林事業費補助金（ 205,994千円 (国)124,314千円 (-)81,680千円 ） 

       森林の適正な整備を行うために、公社等が行う森林整備事業に対し補助を行う。  

 

  ３ 平成27年度に実施した主な事業 

      (1) 造林事業 

間伐           387.01ha 

作業道      28,276m 

 

    （参考）  公社営林等の現況 

                                                       団地数      契約面積     造林面積 

                              公社営林         883       14,460ha     13,281ha 

                                    教育の森         115        1,568ha      1,482ha 

                                             森林農地整備       

                      センター造林    125        4,467ha      4,200ha 
                                                計        1,123       20,495ha     18,963ha 

(※平成27年4月1日現在) 

 


